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図 1－3 フィルムコンデンサ市場の構成概念図 



























































































                                                          
５ しかし、中国では国策で高速鉄道などを全て国産化する動きが活発化しており、当該分野においても中国市
場では苦戦する可能がある。 
図 1－2  ECQ-V の素子板と切断素子と完成品写真 
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図 3－1 フィルムコンデンサの新たな市場 






















































































表 2－1  
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表 2－1  




































































































































社名 相手方氏名 聞き取り調査内容 調査日時
元M社 菊地　稔 汎用品の開発経緯 2014年8月6日
元Ｍ社 松尾　繁 パワエレ用途への転換経緯 2014年8月19日
Ｎ社 Ｎ氏 アルミ電解からフィルムへの転換経緯 2005年3月21日
Ｎ社 Ｏ氏 アルミ電解からフィルムへの転換経緯 2012年8月2日
ＫＰ社 Ｉ氏 自動車部品業界の開発速度 2014年8月22日
Ｔ社 A.F氏 市場動向と狙い 2014年9月2日
江海電容器有限公司 丁　継華 事業状況と今後の展開 2013年11月13日
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１２ フィルムコンデンサの構造はフィルムを丸い巻き芯で巻き取った巻回型と平板上に巻きとり切断する積層
型がある。積層型の構造が新しい技術である。 
図 4－1 の切り替え 
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１６ 北（2013,p91）後発企業の場合、ただ乗り効果や不確実性の解消、技術や市場の変化に対応しやすいとい
う利点がある。 
１７ 2014 年 8 月 22 日 9 時から 10 時 豊田市ＫＰ社本社にて、自動車会社からの要望についてインタビュー
実施。 
図 4－2 自動車開発のタイムチャートと部品採用時期 
      
企画・立案・開発着手 PS 先先行
試作















































                                                          
１８ T－E 社は、T 社の基幹事業である受動部品事業を分離分割し 2009 年に誕生した企業。 
１９ http://www.tdk.co.jp/tdk-epc/index.htm#04 
図 4－3  ムコンデンサの名目売価推移推測 
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表 4－2 事例調査総括表 
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マス・カスタマイズ化 ○ △～○ △ －
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２２ 汎用性が高いほど中モジュール度は高く、専用性が高いほど外インテグラル度合は高い。 
図 5－1 中モジュール、外インテグラルの組み合わせ 
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出所：Ｐ社、Ｎ社、Ｅ社ウエブページ資料をもとに筆者作成 
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１．はじめに
　1980年代中ごろに鉄鋼業では脱成熟化を目的にして多角化戦略が採られた。本論文は、最初に多
角化に取組んだ川崎製鉄株式会社の行動をもとに事業として組織内に存続した事業の特性を明らか
にしようとする試みである。一時の熱病のような鉄鋼業における多角化事業ブームは霧散したが、
しぶとく子会社に残った事業もある一方で、他社に売却などされて撤退した多くの事例があった。
既存事業の影響下で新規事業の存続を決定した要因について解析に取り組んだのが本論文である。
　本課題に対する先行研究によると、経済学および経営学に関する系統だった事例研究は1960年代
から多角化戦略が採られた米国で最初になされている。大坪（2005）によれば、1960年代から1970
年代前半にかけ多くの米国企業が積極的に多角化戦略を採った。しかしながら、これらの多角化企
業において構築された多くの事業部門の運営は非効率であり、そのためにパフォーマンスが低迷し
た。この対策として1980年代に事業ポートフォリオ・リストラクチャリングを積極的に実施した実
績があると述べられている。確かに先進国として世界の経済を引っ張ってきたのは米国であるが、
日本も高度成長により経済大国と言われるまでになってきた。これらの成長やその後の多角化戦略
の全てが企業研究の先駆者であるRumelt（1974）による米国モデルで解析できるものとは思われ
ない。日本独自の文化に基づいた多角化戦略による経済成長の理論モデルが存在すべきだと考えて
いる。本課題においても普遍化できるものと日本の企業体質に影響を受けた企業行動が見られる。
これらの行動を特殊性として取り除くか、個性として尊重するかにより見方が分かれるところでも
ある。筆者は、日本企業の特殊性を個性として捉え、将来の進む方向を決定する場合の要因として
取り上げる立場を取るものである。
　本論文では、実際に選択した企業行動を、吉原・佐久間・伊丹・加護野（1981）の先行研究結果
を参考にしながら、統計解析により客観化した。これらの解析から得られた結果は、企業行動の要
因を解釈するための重要な情報となるので考察に精緻さを失わないように心掛けた。もちろん情報
収集には多くの限界があり全てを客観的に解析できるものではないが、出来るだけ多くの情報から
多面的な検討を加えた。本論文が企業行動の本質の一端でも捉えていることを願うものである。
　
多角化における存続事業の実証的研究
―鉄鋼メーカーの事例―
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